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(54) 発明の名称 ：液晶表示パネルの検査方法および検査装置

(57) Abstract: Provided i s an inspection method for liquid crystal display panels
that can correct for brightness variations caused by a polarizing plate. The inspec
tion method for liquid crystal display panels executes the following steps. In a state
with light fi m a backlight (10), on which a polarizing plate (20) i s disposed, i s irra
diated onto a liquid crystal display panel (30), the brightness distribution of the l i

カメラにより、液晶表示パネル表面 quid crystal display panel (30) i s measured using a camera (50) (SI). Next, the sur
の輝度分布を測定する。 face height distribution of the polarizing plate (20) i s measured using a height meas

uring device (60) that measures the height of surfaces (S2). Thereafter, the bright
ness distribution of the liquid crystal display panel (30) i s calculated (S3) by cor
recting the information based on the brightness distribution measured in the step

非接触表面粗さ測定器により、偏光板表面 (51) using the information based on the height distribution measured in the step
の高さ分布を測定する。 (52).

(57) 要約： 検査時における偏光板に起因 した輝度ムラを補正できる
液晶表示パネルの検査方法を提供する。以下の工程を実行する液晶

液晶表示パネル表面の輝度プロファイルを 表示パネルの検査方法である。偏光板 2 0 を配置 したバックライ ト
偏光板表面の高さプロフアイルで補正し、 1 0 か らの光を液晶表示パネル 3 0 に照射 した状態で、カメラ 5 0
補正後の画像を得る。

を用いて液晶表示パネル 3 0 の輝度分布を測定する （S 1 ) 。次
に、表面の高さを測定する高さ測定装置 6 0 を用いて、偏光板 2 0
の表面の高 さ分布を測定する （S 2 ) 。その後、工程 （S 1 ) で測
定された輝度分布に基づ く情報を、工程 （S 2 ) で測定された高さ
分布に基づ く情報を用いて補正することによって、液晶表示パネル
3 0 の輝度分布を算出する （S 3 ) 。

S1 Brightness distribution of liquid crystal display
panel surface measured by camera.

S2 Height distribution of polarizing plate surface
measured by noncontact surface roughness
measuring instrument.

S3 Brightness profile of liquid crystal display
panel surface corrected by height profile of
polarizing plate surface, with image obtained
sftsr corrsction.
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明 細 書

発明の名称 ：液晶表示パネルの検査方法および検査装置

技術分野

[0001 ] 本発明は、液晶表示パネルの検査方法および検査装置に関する。特 に、液

晶表示/ くネルに偏光板 を貼 り付ける前の段階での液晶表示/ くネルの検査方法

に関する。

なお、本出願は 2 0 1 1 年 1 2 月 1 4 日に出願 された日本国特許出願 2 0

1 1 _ 2 7 3 3 7 7 号 に基づ く優先権 を主張 してお り、その出願の全内容は

本明細書中に参照 と して組み入れ られている。

背景技術

[0002] 液晶表示装置は、一対の透光性基板の間に液晶が封止されてなる液晶表示

パネル と、該パネルの背面側 に配置されたバ ックライ 卜装置 とか ら構成 され

ている。液晶表示装置では、バ ックライ ト装置の光源か ら出射された光が液

晶表示パネルの背面側か ら照射されることによつて液晶表示パネルに表示さ

れた画像が視認可能 となる。

[0003] 液晶表示パネルは、一対の透光性基板、すなわち、薄膜 トランジスタ （T

F T ) が形成 されたア レイ基板 と、 カラ一フィルタ層を含むカラ一フィルタ

基板 とか ら構成 されている。 ア レイ基板およびカラ一フィルタ基板はそれぞ

れ別々の基板 に形成 され、そ して、液晶材料を滴下 した後 に互いに貼 り合わ

せ られる。 このように して液晶表示パネルは製造されている。

[0004] 液晶表示パネルの検査は、 ドライバ一が搭載 されるまでは、 自動検査装置

のバ ックライ トを用いて行われる。すなわち、液晶表示パネルに偏光板 を貼

り付ける前 に自動検査 を行 う場合には、裏偏光板 をバ ックライ 卜の上に貼 り

付けた形態で自動検査が行われる。

[0005] 具体的には、 まず、図 1 3 ( a ) に示すように、製品時には、液晶表示パ

ネル 1 3 0 の表裏面に偏光板 1 2 0 a 、 0 b が直接の り付け して貼 り付

けられている。 これに対 し、図 1 3 ( b ) に示すように、液晶表示パネル 1



3 0 に偏光板を貼 り付ける前の自動検査時では、表偏光板 1 4 0 はカメラ 1

5 0 の前面に配置され、裏偏光板 1 2 0 はバックライ 卜1 1 0 の上に貼 り付

けられている。そして、図 1 3 ( b ) に示す自動検査装置 1 0 0 0 を用いて

、 ノくッ クライ 卜1 1 0 の上に偏光板 1 2 0 が貼 り付けられた状態で、液晶表

示パネル 1 4 0 に偏光光を透過させて検査 している。

先行技術文献

特許文献

[0006] 特許文献1 ：特開 2 0 0 1 _ 1 2 4 5 1 7 号公報

発明の概要

発明が解決 しょうとする課題

[0007] しか しながら、上述 した自動検査装置 1 0 0 0 ではバックライ 卜1 1 0 上

に偏光板 1 2 0 を均一に貼 り付けることが難 しいため、自動検査時において

、カメラ 1 5 0 によって撮像された液晶表示パネル 1 3 0 の表面の輝度分布

に輝度ムラが生 じるという問題がある。すなわち、液晶表示パネル 1 3 0 自

体に輝度分布の輝度ムラが生 じていない場合でも、バックライ 卜1 1 0 上へ

の偏光板 1 2 0 の貼 り付けの問題によって、液晶表示パネル 1 3 0 の輝度厶

ラが発生することがある。

[0008] この問題は、自動検査装置 1 0 0 0 においては、液晶表示パネル 1 3 0 で

はなく、バックライ ト1 1 0 上に偏光板 1 2 0 を取り付けるため、偏光板 1

0 をのり付けして貼るのではなく、テープを用いて数力所を留めることに

起因 している。すなわち、テープを用いて数力所で偏光板 1 2 0 を留めるた

めに、偏光板 1 2 0 の表面を均一の高さで貼 り付けることが難 しく、検査に

おいて、不均一な貼 り付けの偏光板 1 2 0 に起因 した液晶表示パネル 1 3 0

の輝度ムラの問題が発生する。

[0009] 偏光板 1 2 0 をのり付けによってバックライ 卜1 1 0 上に貼 り付けること

も可能であるが、この偏光板 1 2 0 は検査用のものであるので、検査を通 し

て汚れが生 じたら偏光板 1 2 0 をその都度交換する必要がある。ここでの偏



光板 1 2 0 がの り付けされていると、古い偏光板 1 2 0 の排除 とともに新 し

い偏光板 1 2 0 の取付けの両方で、交換の手間がかかって しまう。具体的に

は、偏光板 1 2 0 は、検査治具の取 り替え、 ゴミ掃除などの時に劣化 してい

き、定期的に交換する必要がある。

[001 0] また、バ ックライ 卜1 1 0 上 における偏光板 1 2 0 の不均一の高さを解消

する手法 と して、偏光板 1 2 0 の表面に平坦な透光性樹脂 プレ一 卜をセ ッ 卜

することも考 え られる。 しか しなが ら、透光性樹脂 プレ一 卜が検査時に破損

する可能性があるとともに、透光性樹脂 プレ一 卜自体が屈折率 を有 してお り

、その屈折率が検査結果に影響 を与えて しまう可能性 もある。

[001 1] したがって、バ ックライ 卜1 1 0 上 にて偏光板 1 2 0 を複数のテープで貼

り付けて固定することが簡便かつ合理的であるために、偏光板 1 2 0 の高さ

のムラの問題、それに起因 した輝度分布のムラの問題が生 じる。なお、特許

文献 1 では、複雑な計算式を用いて撮像空間の幾何学的な歪みを解消する方

法も提案されているが、 この方法では、簡便に、偏光板 1 2 0 の貼 り付けに

起因 した輝度分布の厶ラの問題 を解決することは難 しい。

[001 2 ] 本発明はかかる点に鑑みてなされたものであ り、その主な目的は、 自動検

査時における液晶表示 / 《ネル表面の輝度ムラを簡便に補正する方法を提供す

_ とに¾ る。

課題を解決するための手段

[001 3 ] 本発明に係 る液晶表示パネルの検査方法は、偏光板が配置されたバ ックラ

ィ 卜か らの光を液晶表示パネルに照射 した状態で、 カメラを用いて前記液晶

表示パネルの輝度分布を測定する工程 （a ) と、表面の高さを測定する高さ

測定装置を用いて、前記偏光板の表面の高さ分布を測定する工程 （b ) と、

前記工程 （a ) で測定された前記輝度分布に基づ く情報 を、前記工程 （b )

で測定された前記高さ分布に基づ く情報 を用いて補正することによって、前

記液晶表示パネルの輝度分布を算出する工程 （c ) とを含む。

[0014] ある好適な実施形態において、前記工程 （b ) における高さ測定装置は、

非接触の表面粗 さ測定器である。



[001 5] ある好適な実施形態において、前記カメラは、 C C D カメラ又はC M O S

カメラである。

[001 6] ある好適な実施形態において、前記工程 （b ) は、前記偏光板の表面の高

さ分布を分割 して測定する工程と、前記分割 して測定された高さ分布を合わ

せて、前記偏光板の表面全体の高さ分布を算出する工程とを含む。

[001 7] ある好適な実施形態では、前記高さ分布を分割 して測定する工程において

は、前記高さ測定装置を移動することを実行する。

[001 8] 本発明の他の液晶表示パネルの検査方法は、偏光板が配置されたバックラ

ィ 卜から出射される光を、前記偏光板のバックグラウン ド輝度分布として力

メラで測定する工程と、前記バックライ 卜からの光を前記液晶表示パネルに

照射 した状態で、カメラを用いて液晶表示パネルの輝度分布を測定する工程

と、前記液晶表示パネルの前記輝度分布に基づく情報を、前記偏光板のバッ

クグラウン ド輝度部分に基づく情報を用いて補正することによって、前記液

晶表示パネルの輝度分布を算出する工程とを含む。

[001 9] ある好適な実施形態において、前記偏光板は、前記バックライ トの表面に

テ一プで貼 り付けられている。

[0020] ある好適な実施形態では、前記バックライ トの表面に貼 り付けられた前記

偏光板を交換する工程を実行する。

[0021 ] 本発明に係る液晶表示パネルを検査する検査装置は、偏光板が配置された

バックライ トと、前記バックライ 卜から出射される光を、液晶表示パネルを

通過させた状態で、当該液晶表示パネルの表面を撮像するカメラと、前記バ

ックライ 卜に配置された前記偏光板の表面の高さを測定する、非接触の表面

粗さ測定器とを備えている。

発明の効果

[0022] 本発明によると、偏光板が配置されたバックライ 卜からの光を液晶表示パ

ネルに照射 した状態で液晶表示パネルの輝度分布を測定 した後、表面の高さ

を測定する高さ測定装置を用いて偏光板の表面の高さ分布を測定する。その

後、輝度分布に基づく情報を、高さ分布に基づく情報を用いて補正すること



によって、液晶表示パネルの輝度分布 を算出することがで きる。 その結果、

自動検査時における液晶表示 《ネル表面の輝度ムラを簡便 に補正することが

で き、 したが って、偏光板が配置 されたバ ックライ トを用いた液晶表示パネ

ルの検査 を効率的に実行することがで きる。

図面の簡単な説明

[ 図 1] ( a ) は、本発明の第 1 の実施形態 に係 る液晶表示パネルの検査方法で

用いる検査装置 1 0 0 の構成 を示す概念図である。 （b ) は偏光板 2 0 の貼

り付 け状態 を説明するための平面図である。

[ 図2] 第 1 の実施形態 に係 る検査方法 を示すフローチ ヤ一 卜である。

[ 図3] ( a ) は、第 1 の実施形態 に係 る検査方法 を具体的に説明するための検

査装置 1 0 0 の構成 を示す概念図 と輝度分布画像 1 0 0 a である。 （b ) は

、検査装置 1 0 0 の構成 を示す概念図 と高さ分布画像 1 0 0 b である。 （c

) は、補正後の輝度分布画像 1 0 0 c である。

[ 図4] ( a ) は、第 1 の実施形態 における輝度分布画像であ り、 （b ) は、所

望のプロファイル における輝度測定値 （c d ) を示すグラフである。

[ 図5] ( a ) は、第 1 の実施形態 における輝度分布画像である。 （b ) は、所

望のプロファイル における高さ測定値 ∆ h ( m ) を示すグラフである。 （

c ) は、所望のプロファイル における高さ測定値 ∆ h ( ) を示すグラフで

ある。

[ 図6] 補正後の輝度測定値 （c d ) を示すグラフである。

[ 図7] ( a ) か ら （c ) は、輝度測定値の補正手法 を説明するための図である

[ 図8] 本発明の第 2 の実施形態 に係 る検査方法で用いる検査装置 1 0 0 の構成

を示す概念図である。

[ 図9] 第 2 の実施形態 に係 る検査方法 を示すフローチ ヤ一 卜である。

[ 図 10] ( a ) は、第 2 の実施形態 に係 る検査装置 1 0 0 の構成 を示す概念図

と輝度分布画像であ り、 （b ) は、分割 された高さ分布画像 と、全体の高さ

分布画像であ り、 （c ) は、補正後の輝度分布画像である。



[ 図11] ( a ) は、他の実施形態に係る検査装置 1 0 0 の構成を示す概念図で

あり、 （b ) は、測定限界が生 じた状態を示す輝度測定値 （c d ) である。

[ 図12] ( a ) および （b ) は、バックライ 卜輝度を調整 した場合におけるバ

ックグラウン ド輝度測定値 （c d ) およびその相対値の輝度測定値 （％) を

示すグラフである。そして、 （c ) は、バックグラウン ドで補正 した後の輝

度補正値 （c d ) を示すグラフである。

[ 図13] ( a ) および （b ) は、液晶表示パネルの製品時および自動検査時に

おける偏光板の構成を示す概念図である。

発明を実施するための形態

[0024] 図面を参照 しながら、本発明の好適ないくつかの実施形態を説明する。な

お、本明細書において特に言及 している事項以外の事柄であって本発明の実

施に必要な事柄 （例えば、液晶表示パネルの構成や構築方法）は、当該分野

における従来技術に基づく当業者の設計事項として把握され得る。本発明は

、本明細書に開示されている内容と当該分野における技術常識とに基づいて

実施することができる。

[0025] なお、以下の図面において、同 じ作用を奏する部材、部位には同 じ符号を

付 し、重複する説明は省略又は簡略化することがある。また、各図における

寸法関係 （長さ、幅、厚さ等）は、必ず しも実際の寸法関係を正確に反映す

るものではない。また、図中のハッチングは、構成要素の把握の し易さを主

な目的として付 しており、必ず しも材料の要素を表現するものではない。加

えて、本発明は以下の実施形態に限定されない。

[0026] (第 1 の実施形態）

図 1 ( a ) は、本発明の第 1 の実施形態に係る液晶表示パネルの検査方法

で用いる検査装置 1 0 0 の構成を示す概念図である。また、図 1 ( b ) は、

偏光板 2 0 の貼 り付け状態を説明するための平面図である。

[0027] 図 1 ( a ) に示すように、本実施形態に係る検査装置 1 0 0 は、液晶表示

パネル 3 0 の検査を実行する自動検査装置である。本実施形態の検査装置 1

0 0 は、 クライ 卜 （検査用バックライ ト） 1 0 と、 クライ 卜1 0 上



に貼 り付けられた偏光板 2 0 とを備えている。偏光板 2 0 は、液晶表示パネ

ル 3 0 の裏面側に貼 り付けられる裏面偏光板に対応する偏光板 （裏偏光板）

である。言い換えると、本実施形態に係る検査装置 1 0 0 は、偏光板 2 0 が

配置された検査用バックライ 卜1 0 を備えている。本実施形態のバックライ

卜1 0 は、検査装置 1 0 0 の照明装置であるので、製品時の液晶表示パネル

3 0 に使用されるバックライ 卜である必要はないが、そのようなバックライ

卜を使用 しても構わない。

[0028] 本実施形態のバックライ 卜1 0 の偏光板 2 0 の上方には、液晶表示パネル

3 0 が配置される。そして、液晶表示パネル 3 0 の上方には、液晶表示パネ

ル 3 0 の表面側に貼 り付けられる表面偏光板に対応する偏光板 （表偏光板）

4 0 を介 して、カメラ 5 0 が配置されている。本実施形態のカメラ 5 0 は、

液晶表示パネル 3 0 の表面全体を視野 5 0 s として、液晶表示パネル 3 0 の

表面の輝度分布を測定することができる撮像素子である。

[0029] 本実施形態のカメラ 5 0 は、例えば、C C D ( c h a r g e c o u p I

e d d e v i c e ) カメラである。なお、C C D カメラに代えて、C M O

5 ( C o m l e m e n t a r y M e t a l O x i d e S e m i c o

n d u c t o r ) カメラを用いることも可能である。このC C D カメラ （ま

たは、C M O S カメラ） 5 0 は、光学式のカメラと比較 して、撮像画像をデ

ジタルデータで処理することが容易であるので、検査工程において利便性が

高い。

[0030] さらに、本実施形態の検査装置 1 0 0 は、バックライ 卜1 0 の表面 （上面

) に配置された偏光板 2 0 の表面の高さ分布を測定する高さ測定装置 6 0 を

備えている。高さ測定装置 6 0 は、バックライ 卜1 0 の表面全体を視野 6 0

s として、バックライ 卜1 0 上に貼 り付けられた偏光板 2 0 の高さ分布を測

定することができる。本実施形態の高さ測定装置 6 0 は、非接触の表面粗さ

測定器を用いている。本実施形態の高さ測定装置 （非接触の表面粗さ測定器

) 6 0 は、 レーザ一又は光干渉などの方法を用いることによって、非接触に

て表面の高さを測定することができる。



[0031 ] 本実施形態の偏光板 （裏偏光板） 2 0 は、テープを用いてバ ックライ ト1

0 の上に留め られている。具体的には、偏光板 （裏偏光板） 2 0 は、テープ

を用いて数力所で留め られていることにより、図 1 ( b ) に示すように、偏

光板 2 0 の貼 り付けが不十分な領域 2 0 R が生 じることがある。すなわち、

偏光板 2 0 の高さが均一でない部分 （2 O R ) が生 じることがある。

[0032] 偏光板 2 0 の高さが均一でない部分 （2 O R ) が生 じると、その不均一に

起因 して、バ ックライ 卜1 0 か ら照射される光に高輝度の部分が発生 して し

まう。その結果、そのまま何 ら補正を行わない場合には、高輝度の部分の影

響を受けた光が、液晶表示パネル 3 0 を通過 してカメラ 5 0 に入射されるこ

とになる。 このような状態で輝度分布を算出すると、本来は、正常な液晶表

示パネル 3 0 が異常と判定されることにな りかねない。一方で、偏光板 2 0

の全面をの り付けによってバ ックライ 卜1 0 上に貼 り付けて しまうと、検査

を長時間行 う際に偏光板 2 0 が汚れて しまつた時に偏光板 2 0 を交換する手

間と時間がかかって しまう。

[0033] そのような状況下で、本実施形態の検査方法では、以下で詳述するように

して、偏光板 2 0 の高さの影響に起因する液晶表示パネル 3 0 の表面の輝度

分布ムラを補正する。なお、検査される液晶表示パネル 3 0 の詳細構造は、

図示 していないが、一対の透光性基板か ら構成されている。すなわち、液晶

表示パネル 3 0 は、薄膜 トランジスタ （T F T ) が形成されたアレイ基板 と

、カラ一フィルタ層を含むカラ一フィルタ基板 とか ら構成されている。ァレ

ィ基板 とカラ一フィルタ基板 との間には液晶層が配置されている。

[0034] 図 2 は、本発明の第 1 の実施形態に係る液晶表示パネルの検査方法を示す

フロ一チヤ一 卜である。

[0035] 最初に、図 1 ( a ) に示すように、検査用バ ックライ ト1 0 の表面に偏光

板 2 0 を配置 した状態で、偏光板 2 0 の上方に液晶表示パネル 3 0 をセ ッ 卜

する。 また、液晶表示パネル 3 0 の上方には、カメラ 5 0 および高さ測定装

置 6 0 を設置する。

[0036] 次 に、ステ ップS 1 において、カメラ 5 0 により、液晶表示パネル 3 0 の



表面の輝度分布を測定する。具体的には、偏光板 （裏偏光板） 2 0 を通過 し

たバックライ 卜1 0 の光 （偏光光）が液晶表示パネル 3 0 に入り、そして、

液晶表示パネル 3 0 を透過 した光が、偏光板 （表偏光板）4 0 を通ってカメ

ラ 5 0 に入る。カメラ 5 0 に入った光に基づいて輝度が測定され、そして、

液晶表示パネル 3 0 の表面全体の輝度分布が得 られる。

[0037] 次に、ステップS 2 において、非接触表面粗さ測定器 （高さ測定装置） 6

0 によって、偏光板 2 0 の表面の高さ分布を測定する。具体的には、非接触

表面粗さ測定器 6 0 を用いて、非接触にて偏光板 2 0 の表面の高さが測定さ

れ、そして、偏光板 2 0 の表面全体の輝度分布が得 られる。

[0038] 次に、ステップS 3 において、液晶表示パネル 3 0 の表面の輝度分布に基

づく情報 （輝度プロファイル）を、偏光板 2 0 の表面の高さ分布に基づく情

報 （高さプロファイル）で補正することによって、補正後の輝度分布を算出

して、補正後の輝度分布の画像を得ることができる。本実施形態の輝度プロ

ファイルは、測定された輝度分布における座標または座標軸に沿った輝度情

報 （例えば、X 軸またはY 軸に沿った測定結果）である。また、本実施形態

の高さプロファイルは、測定された高さ分布における座標または座標軸に沿

つた高さ情報 （例えば、X 軸またはY 軸に沿った測定結果）である。この補

正後の輝度分布を用いれば、検査用バックライ 卜1 0 の表面に偏光板 2 0 の

表面に不均一な高さの部分があつたとしても、液晶表示パネル 3 0 の検査を

適切に実行することができる。

[0039] 図 3 は、本実施形態の検査方法を説明するための図である。具体的には、

図 3 ( a ) は、本実施形態の検査装置 1 0 0 におけるカメラ 5 0 の構成を示

す概念図と、検出された輝度分布の画像 1 0 0 a である。図 3 ( b ) は、本

実施形態の検査装置 1 0 0 における非接触式の表面粗さ測定器 （高さ測定装

置） 6 0 の構成を示す概念図と、検出された高さ分布の画像 1 0 0 b である

。図 3 ( c ) は、本実施形態における補正後の輝度分布の画像 1 0 0 c であ

る。ここで、図 3 ( a ) には、図中の左下に輝度が高い部分が存在 し、また

、図 3 ( b ) には、図中の左下に偏光板 2 0 の高さが高い部分が存在する。



そして、図3 ( c ) では、全体がほぼ均一の輝度分布の画像を表している。

[0040] また、図4 ( a ) は、カメラ5 0 によって撮像された液晶表示パネル3 0

の輝度分布画像 1 0 0 a である。図4 ( b ) は、所望の位置における輝度測

定値 （単位 ：カンデラ （c d ) ) を示すグラフである。そして、図5 ( a )

は、非接触表面粗さ測定器6 0 によって測定された偏光板 2 0 の高さ分布画

像 1 O O b である。図5 ( b ) は、所望の位置における高さ測定値∆ h

m ) を示すグラフであり、図5 ( c ) は、所望の位置 （矢印 1 2 O p参照）

における高さ測定値 「∆ 」 （％) を示すグラフである。なお、図5 ( b )

は、高さ測定値は、表面粗さ （例えば、二乗平均粗さ （r m s ) ) の値を利

用してもよい。加えて、図6 は、補正後の輝度分布画像に基づいた所望の位

置における補正後の輝度値 （c d ) である。

[0041 ] まず、図3 ( a ) に示すように、本実施形態における検査装置 1 0 0 にお

けるカメラ5 0 を用いて、液晶表示パネル3 0 の表面を撮像して、液晶表示

パネル3 0 の表面の輝度分布画像 1 0 0 a を得る。そして、この輝度分布画

像 1 0 0 a に基づいた輝度プロファイルを測定する。ここでは、図4 ( b )

に示すように、図4 ( a ) の輝度分布画像 1 0 0 a におけるライン1 2 0 p

に対応する輝度測定値 （c d ) を測定する。

[0042] 図4 ( b ) からわかるように、上述の図 1 ( b ) で示した偏光板 2 0 の貼

り付け状態が悪い領域 2 0 R に対応する部分が、高輝度になっている。さら

に説明すると、偏光板 2 0 の貼り付け状態が悪い領域 2 0 Rでの輝度が3 0

0 であるのに対し、偏光板 2 0 の貼り付け状態が均一なその他の領域での輝

度がその半分の値の 1 5 0 となっている。

[0043] 次に、図3 ( b ) に示すように、非接触表面粗さ測定器6 0 を用いて、偏

光板 2 0 の表面の高さ分布画像 1 0 0 b を得る。そして、この高さ分布画像

1 0 0 b に基づいた高さプロファイルを得る。ここでは、図5 ( b ) に示す

ように、図5 ( a ) の輝度分布画像 1 0 0 a におけるライン1 2 0 p に対応

する高さ測定値 「∆ 」 （ m ) を測定する。

[0044] 図5 ( b ) からわかるように、上述の図 1 ( b ) で示した偏光板 2 0 の貼



り付け状態が悪い領域 2 0 R に対応する部分の高さが、他の部分に比較 して

高くなつている。つまり、偏光板 2 0 の貼 り付け状態が悪い領域 2 0 Rでの

高さ （ m) が 8 0 0 であるのに対 し、偏光板 2 0 の貼 り付け状態が均一な

その他の領域での高さ （ m) がその半分の値の4 0 0 となっている。

[0045] なお、ここでは高さ測定値として、高さを表すマイクロメ一 トル （ m)

を用いたが、二乗平均粗さ （r m s ) あるいは他の測定値を用いても構わな

し、。例えば、偏光板 2 0 の貼 り付け状態が均一である領域の一定の高さを基

準にして、偏光板 2 0 の貼 り付け状態が不均一である領域の高さを割合で示

した高さ測定値 ∆ (%) を用いることもできる。例えば、図 5 ( c ) に示

すように、偏光板 2 0 の貼 り付け状態が均一なその領域での一定の高さを 1

0 0 (%) であるとした場合に、偏光板 2 0 の貼 り付け状態が悪い領域 2 0

Rでの高さは 2 0 0 ( ) になる。

[0046] 次に、ステップS 3 において、液晶表示パネル 3 0 の表面の輝度分布に基

づいて得 られた輝度測定値 （図4 ( b ) 参照）を、偏光板 2 0 の表面の高さ

測定値 （ m又は0/ 0 ) (図 5 ( b ) 又は （c ) 参照）で補正する。これによ

つて、図 6 に示す補正後の輝度測定値 （c d ) を得る。具体的には、図4 (

b ) で測定された輝度測定値のうち、図 5 ( b ) 又は （c ) で測定された高

さ測定値における4 0 0 ( m ) 又は 1 0 0 (%) である領域を除く領域 （

4 0 0 よりも大きく8 0 0 ( m ) を含むまでの部分、又は 1 0 0 よりも大

きく2 0 0 を含むまでの部分）に対応する部分 （輝度測定値 1 5 0 よりも大

きく3 0 0 ( c d ) を含むまでの部分）を、その高さ測定値 （ m又は％)

に基づいて補正する。これにより、図 3 ( c ) に示す補正後の画像を得る。

この補正は、例えば、三角関数 （例えば、コサイン関数）を用いて実行する

ことができる。具体的な補正の手法について図 7 ( a ) から （c ) を参照 し

ながら説明する。

[0047] 図 7 ( a ) は、図 1 ( a ) と同様の検査装置 1 0 0 の構成を示す図であり

、表偏光板 4 0 は省略 している。図示するように、偏光板 2 0 は、正常に貼

り付けられた部位 2 0 a と、偏光板 2 0 の貼 り付けが弱い部位 2 0 b を含ん



でいる。ここで、 「a 」のベク トルの絶対値は、ノくッ クライ 卜1 0 から液晶

表示パネル 3 0 の方に （より具体的には、バックライ 卜1 0 の主面に対 して

垂直方向に）向かって進む光の強さ （輝度）を表 している。

[0048] 図 7 ( b ) は、 「a 」のベク トルと、偏光板 2 0 の傾き角度 と、偏光板

2 0 の表面の高さ測定値 ∆ h と、偏光板 2 0 の位置 ∆ χ との関係を表 してい

る。 「a 」の方向と、偏光板 2 0 ( 2 0 b ) の表面との成す角 は、図 7 (

c ) に示すようにコサイン関数で表すことができる。すなわち、 c o s =

∆ h ÷ ( ∆ 2+ ∆ χ 2) ひ2で表すことができる。ここで、 ∆ χ は測定プロファ

ィル （測定時の座標位置）で決まるものであり、 ∆ ι は、 ∆ χ に比べて小さ

いものとする。すると、 c o s = ∆ ι ÷ ∆ χ というように近似することが

できる。そして、カメラ 5 0 によって測定される光の強さは、 「a 」のべク

トルの絶対値と、 （∆ ÷ ∆ χ ) との積で表すことができることから、測定

した高さ∆ h によって、輝度補正を行うことができる。

[0049] 以上説明 したように、本実施形態に係る検査方法では、偏光板 2 0 を配置

した検査用バックライ 卜1 0 からの光を液晶表示パネル 3 0 に照射 した状態

で液晶表示パネル 3 0 の輝度分布を測定 した後、表面の高さを測定する高さ

測定装置 （非接触表面粗さ測定器） 6 0 を用いて、偏光板 2 0 の表面の高さ

分布を測定する。その後、輝度分布に基づくプロファイル を、高さ分布に基

づくプロファイルを用いて補正することによって、液晶表示パネル 3 0 にお

ける補正後の輝度分布を得ることができる （図 3 ( c ) または図 6 参照）。

その結果、自動検査時における液晶表示パネル 3 0 の表面の輝度ムラを簡便

に補正することができ、 したがって、偏光板 2 0 を配置 した検査用バックラ

ィ 卜1 0 を用いた液晶表示パネル 3 0 の検査を効率的に実行することができ

る。

[0050] また、本実施形態の検査方法では、高さ測定装置 （非接触表面粗さ測定器

) 6 0 を用いた物理的な方法によって、偏光板 2 0 の貼 り付け状態に応 じて

生 じる輝度ムラを補正することができる。 したがって、複雑な計算式を用い

て撮像空間の幾何学的な歪みを解消するような手法を経なくても、偏光板 2



0 の高 さ （または、表面粗 さ）の測定値 を用 いて簡便 に輝度 ム ラを補 正す る

ことがで き、 それ ゆえに、 自動検査 をスムーズに行 うことがで きる。 また、

高 さ測定装置 6 0 と して、非接触 の測定器 （非接触表面粗 さ測定器） を用 い

ている ことか ら、接触 式の高 さ測定器 の もの と比較 して、検査工程 を実行 す

る上 で便利 であ り、 また、検査 時間の短縮 を達成 す る ことがで きる。 なお、

検査 時間 にプロセス上 の制 限がないのであれ ば、接触 式の高 さ測定器 （例 え

ば、接触 式の表面粗 さ測定器） を使 用 して も構 わない。

[0051 ] なお、上述 の実施形態 では、 カメラ 5 0 によ り、液 晶表示パ ネル 3 0 の表

面 の輝度分布 を測定 した後 に、非接触表面粗 さ測定器 6 0 によ り、偏光板 2

0 の表面 の高 さ分布 を測定す るステ ップを例 に挙 げて説 明 した。 ただ し、本

発 明の実施形態 は、 その順序 に限定 され るものではな く、 その逆 の順序 であ

つて もよい し、 同一の工程 でその両方 のステ ツプを実行 して もよい。

[0052] (第 2 の実施形態）

図 8 は、本発 明の第 2 の実施形態 に係 る液 晶表示パ ネル 3 0 の検査方法 で

用 いる検査装置 1 0 0 の構成 を示 す概 念 図であ る。

[0053] 本実施形態 で用 いる検査装置 1 0 0 の構成 は、基本 的 に、上述 の図 1 ( a

) に示 した第 1 の実施形態 における検査装置 1 0 0 の構成 と同様 であ る。但

し、本実施形態 では、非接触表面粗 さ測定器 6 0 を用 いて偏光板 2 0 の表面

全体 の高 さ分布 を一度 の測定では測定で きない場合 に、偏光板 2 0 の表面 を

幾 つか に分割 してその表面高 さ分布 を測定 し、 それ らを合成 す る ことによ り

、偏光板 2 0 の表面全体 の高 さ分布 を測定す るものであ る。

[0054] 図 9 は、本実施形態 に係 る検査方法 を示 す フロ一チ ヤ一 卜であ る。最初 に

、 図 7 に示 す よ うに、検査 用バ ックライ 卜 1 0 の表面 に偏光板 2 0 を配置 し

た状態 で、偏光板 2 0 の上方 に液 晶表示パ ネル 3 0 をセ ッ トす る。 また、液

晶表示パ ネル 3 0 の上方 には、 カメラ 5 0 、 および、移動式の非接触表面粗

さ測定器 （高 さ測定装置） 6 0 を設置 す る。

[0055] 次 に、 ステ ップG 1 において、非接触表面粗 さ測定器 （表面粗 さ測定器）

6 0 を用 いて、偏光板 2 0 の表面 の高 さ分布 を分割 して測定す る。 この分割



した測定は、図 7 に示すように、非接触表面粗さ測定器 6 0 を移動 しながら

測定することによって実行する。非接触表面粗さ測定器 6 0 は、測定器を移

動させる移動装置 （不図示）に連結されており、この移動装置によって、偏

光板 2 0 の全面を測定できるように非接触表面粗さ測定器 6 0 を水平方向に

移動させる。

[0056] 次に、ステップG 2 において、分割 して測定された高さ分布を合わせて、

偏光板 2 0 の表面全体の高さ分布を算出する。この高さ分布の合成は、非接

触表面粗さ測定器 6 0 によって測定された高さ分布のデータを、非接触表面

粗さ測定器 6 0 に含まれている （または、接続されている）コンピュータに

て処理することによって実行することができる。すなわち、当該コンビュ一

タは、非接触表面粗さ測定器 6 0 によって測定された高さ分布のデータを記

憶する記憶装置 （例えば、ハー ドディスクなど）と、記憶装置に記憶された

高さ分布データ （分割された高さ分布データ）を合成する合成プログラムを

起動させる制御装置 （例えば、C P Uなど）を含んでいる。そして、この合

成プログラムによって、分割 して測定された高さ分布を合わせて、偏光板 2

0 の表面全体の高さ分布を得る。

[0057] 次に、ステップG 3 において、カメラ 5 0 を用いて、液晶表示パネル 3 0

の表面の輝度分布を測定する。この例では、一台のカメラ 5 0 を固定 して、

液晶表示/ 《ネル 3 0 の表面全体の輝度分布を測定する。

[0058] その後、ステップG 4 において、液晶表示パネル 3 0 の表面の輝度分布に

基づく輝度プロフアイルを偏光板 2 0 の表面の高さプロフアイルで補正する

ことによって、補正後の輝度分布の画像を得る。以下、さらに詳述する。

[0059] 図 1 0 ( a ) は、本実施形態における検査装置 1 0 0 の構成を示す概念図

と、検出された輝度分布画像を示 している。図 1 0 ( b ) は、本実施形態に

おける偏光板 2 0 の分割された高さ分布画像 （2 0 0 b 1 ~ 2 0 0 b 4 ) と

、偏光板 2 0 の表面全体の検出高さ分布画像 2 0 0 b である。図 1 0 ( c )

は、本実施形態における補正後の輝度分布画像 2 0 0 c である。

[0060] 本実施形態では、まず、図 1 0 ( b ) に示すように、本実施形態における



検査装置 1 0 0 における非接触表面粗 さ測定器 6 0 を用いて、偏光板 2 0 の

表面の分割された高さ分布画像 2 0 0 b ~ 2 0 0 b 4 を得 る。具体的には

、非接触表面粗 さ測定器 6 0 を水平方向 （例えば右か ら左への方向 D 1 ) に

移動させて、非接触表面粗 さ測定器 6 0 の視野 6 0 s の範囲に対応する4 つ

に分割された高さ分布画像 2 0 0 b ~ 2 0 0 b 4 を順次得 る。

[0061 ] 次 に、得 られた 4 つの高さ分布画像 2 0 0 b 1 ~ 2 0 0 b 4 を合わせるこ

とで、偏光板 2 0 の表面全体の検出高さ分布画像 2 0 0 b を得 る。その後は

、 この高さ分布画像 2 0 0 b に基づいた高さプロファイルを測定するが、具

体的な手法は上述の第 1 の実施形態での説明と同様であるので省略する。な

お、非接触表面粗 さ測定器 6 0 の水平方向の移動は、左か ら右への方向であ

つてもよい。

[0062] 次 に、図 1 0 ( a ) に示すように、本実施形態の検査装置 1 0 0 における

カメラ 5 0 を用いて、液晶表示パネル 3 0 の表面を撮像 して、液晶表示パネ

ル 3 0 の表面の輝度分布画像 2 0 0 a を得 る。そ して、 この輝度分布画像 2

0 0 a に基づいた輝度 プロファイルを測定する。なお、具体的な手法は上述

の第 1 の実施形態での説明と同様である。

[0063] 次 に、上述 した第 1 の実施形態 と同様 に して、図 1 0 ( a ) の工程 におい

て液晶表示パネル 3 0 の表面の輝度分布に基づいて得 られる輝度測定値 （c

d ) を、偏光板 2 0 の表面の高さ測定値 （ m 又は％) で補正 し、図 1 0 (

c ) に示す補正後の輝度分布画像 2 0 0 c を得 る。

[0064] 以上説明 したように、本実施形態に係 る検査方法によっても、液晶表示パ

ネル 3 0 の表面における偏光板 2 0 の貼 り付け状態に応 じて生 じる輝度ムラ

を補正することができる。特 に、本実施形態では、非接触表面粗 さ測定器 6

0 を用いて偏光板 2 0 の表面全体の高さを一度の測定では測定できない場合

であっても、非接触表面粗 さ測定器 6 0 を水平方向に移動させて、偏光板 2

0 の表面を分割 して高さ分布を測定 し、そ してそれ らを合成することにより

、その表面全体の高さ分布を測定することができる。 さらに、本実施形態で

は、非接触表面粗 さ測定器 6 0 を水平方向に移動させて、偏光板 2 0 の表面



全体の高さ分布 を測定 した後 に、 カメラ 5 0 を用いて液晶表示パネル 3 0 の

表面の輝度分布 を測定する。 このため、非接触表面粗 さ測定器 6 0 が、 カメ

ラ 5 0 を用いた液晶表示パネル 3 0 の表面の撮像領域 と干渉することがない

[0065] なお、 この第 2 の実施形態では、高さ分布 を測定 してか ら、輝度分布 を測

定するように したが、 この順番 を変更 しても構わない。 また、複数の非接触

表面粗 さ測定器 6 0 を用いて、非接触表面粗 さ測定器 6 0 を移動 させずに、

偏光板 2 0 の表面の高さ分布 を分割 して測定することも可能である。ただ し

、 この場合、非接触表面粗 さ測定器 6 0 の装置 コス ト （設備 コス ト）が高 く

なるために、装置のコス トを抑 える観点か らは、非接触表面粗 さ測定器 6 0

を移動 させて測定する方が好 ま しい。 また、図 1 0 に示 した例では、 4 つに

分割 した後 に合成 したものを示 したが、 それに限 らず、液晶表示パネル 3 0

または検査装置 1 0 0 の構成 にあわせて、分割の数 または分割領域 は適宜好

適なものを選択することがで きる。

[0066] 加えて、図 1 0 に示 した例では、 カメラ 5 0 は固定 して一つの輝度分布 を

測定 したが、 カメラ 5 0 を移動 させて、分割 した輝度分布 を測定 した後 にそ

れを合成 して、全体の輝度分布 を算出する手法 を採用 しても構わない。

[0067] ( その他の改変例）

以上の各実施形態では、非接触表面粗 さ測定器 6 0 を用いて、バ ックライ

卜1 0 の上 にテープで固定された偏光板 2 0 の高さ分布 を測定 し、 これを用

いて、 カメラ 5 0 によって測定された液晶表示パネル 3 0 の表面の輝度分布

を補正する。 しか しなが ら、本発明は、 それだけでな く、偏光板 2 0 の高さ

を測定することな く、偏光板 2 0 のバ ックライ ト1 0 上への貼 り付 け状態 に

応 じて生 じる輝度ムラを補正することも可能である。

[0068] すなわち、本実施形態の検査装置 1 0 0 における検査用バ ックライ 卜1 0

の光 （輝度）を絞 って、 その絞 った光での輝度分布 をカメラ 5 0 で一度測定

してお く。なお、 この工程ではバ ックライ ト1 0 と偏光板 2 0 をまず測定 し

、液晶表示パネル 3 0 の配置は不要である。 そ して、偏光板 2 0 を通過 した



クライ 卜1 0 の光、つまり、偏光板 2 0 の高さの影響 をバ ックグラウン

ド （偏光板のバ ックグラウン ド輝度分布） と して予め測定 しておき、そのバ

ックグラウン ドの輝度分布を用いて、 カメラ 5 0 によって測定された液晶表

示パネル 3 0 の表面の輝度分布を補正することも可能である。 これについて

図 1 1 および図 1 2 を参照 しなが ら説明する。

[0069] 図 1 1 は、図 1 ( a ) または図 7 と同様の検査装置 1 0 0 の構成 を示す図

であるが、液晶表示パネル 3 0 は配置されていない。 ここで、バ ックライ ト

1 0 の輝度 を 1 0 0 % と して、 カメラ 5 0 によって輝度分布を測定すると、

図 1 1 ( b ) に示すように測定限界をオーバ 一 して しまう結果 （この例では

、すべて 4 0 9 6 c d ) 、輝度分布を得 ることができない。

[0070] したがって、バ ックライ 卜1 0 の電圧を調整することによって輝度 を調整

し （例えば、バ ックライ ト輝度 を 4 0 % にする）、測定限界を下回るような

輝度 にする。なお、検査用バ ックライ 卜1 0 は典型的には、一定の輝度 を発

する構造を有 しているため、 この手法を行 う場合には、その輝度 を可変にす

る構造に変更する必要があるか、そのような可変の構造のものを使用するこ

とが求め られる。すなわち、検査用バ ックライ 卜1 0 に輝度 を可変する機構

を設けることが必要である。なお、 クライ 卜1 0 は、 C C F L (冷陰極

蛍光ランプ）でも、 L E D (発光ダイオー ド）でも構わないが、輝度 を可変

する構造 と しては L E D のものが好ま しい。

[0071 ] ここで、 クライ 輝度 を調整 したバ ックライ 1 0 ( ここでは、

クライ 卜輝度 4 0 % ) を用いて測定 した輝度分布 （c d ) のグラフを図 1 2

( a ) に示す。そ して、図 1 2 ( a ) に示 した輝度分布 （c d ) を、図 1 2

( b ) に示すように相対値の輝度分布 （％) に変更する。その後は、図 1 に

示すように、液晶表示パネル 3 0 を配置 した状態で輝度分布の測定を実行す

る。そ して、図 1 2 ( b ) で得 られた相対値の輝度分布 （％) (すなわち、

液晶表示パネル 3 0 な しの偏光板 2 0 付 きのバ ックライ 卜の輝度分布の相対

値％) で、液晶表示パネル 3 0 を通 して測定 した輝度分布 （c d ) を割 ると

、図 1 2 ( c ) に示すように、偏光板付 きのバ ックグラウン ド輝度分布の影



響を排除することができ、補正後の輝度分布 （C d ) を得ることができる。

[0072] 以上、本発明の具体例を、図面を参照 しながら説明 したが、これらは例示

にすぎず、特許請求の範囲を限定するものではない。特許請求の範囲に記載

の技術には、以上に例示 した具体例を様々に変形、変更 したものが含まれる

。また、上述 した実施形態の各要素を相互に適用可能なものは、それらを組

み合わせたものを構築することが可能である。

産業上の利用可能性

[0073] 本発明によれば、検査時における偏光板に起因 した輝度ムラを補正するこ

とができる液晶表示/ くネルの検査方法を提供することができる。

符号の説明

[0074] 1 0 ノくックライ 卜 （検査用バックライ 卜）

2 0 偏光板 （裏偏光板）

3 0 液晶表示パネル

4 0 偏光板 （表偏光板）

5 0 カメラ

6 0 高さ測定器 （粗さ測定器）

0 0 検査装置



請求の範囲

[ 請求項 1] 液晶表示パネルの検査方法であ つて、

偏光板が配置 されたバ ックライ 卜か らの光 を液晶表示パネル に照射

した状態で、 力メラを用いて前記液晶表示パネルの輝度分布 を測定す

る工程 （a ) と、

表面の高さを測定する高さ測定装置 を用いて、前記偏光板の表面の

高さ分布 を測定する工程 （b ) と、

前記工程 （a ) で測定された前記輝度分布 に基づ く情報 を、前記ェ

程 （b ) で測定された前記高さ分布 に基づ く情報 を用いて補正するこ

とによって、前記液晶表示パネルの輝度分布 を算出する工程 （c ) と

を含む、検査方法。

[ 請求項2] 前記工程 （b ) における高さ測定装置は、非接触の表面粗 さ測定器

である、請求項 1 に記載の検査方法。

[ 請求項3] 前記 カメラは、 C C D カメラ又は C M O S カメラである、請求項 1

または 2 に記載の検査方法。

[ 請求項4] 前記工程 （b ) は、

前記偏光板の表面の高さ分布 を分割 して測定する工程 と、

前記分割 して測定された高さ分布 を合わせて、前記偏光板の

表面全体の高さ分布 を算出する工程 と

を含む、請求項 1 か ら3 の何れか 1 つに記載の検査方法。

[ 請求項 5] 前記高さ分布 を分割 して測定する工程 においては、前記高さ測定装

置 を移動することを実行する、請求項 4 に記載の検査方法。

[ 請求項 6] 液晶表示パネルの検査方法であ って、

偏光板が配置 されたバ ックライ 卜か ら出射 される光 を、前記偏光板

のバ ックグラウン ド輝度分布 と してカメラで測定する工程 と、

前記バ ックライ 卜か らの光 を前記液晶表示パネル に照射 した状態で

、 カメラを用いて液晶表示 / くネルの輝度分布 を測定する工程 と、

前記液晶表示パネルの前記輝度分布 に基づ く情報 を、前記偏光板の



バ ックダラゥン ド輝度部分 に基づ く情報 を用いて補正することによつ

て、前記液晶表示パネルの輝度分布 を算出する工程 と

を含む、検査方法。

[ 請求項 7 ] 前記偏光板 は、前記バ ックライ トの表面 にテープで貼 り付 け られて

いる、請求項 1 か ら 6 の何れか 1 つに記載の検査方法。

[ 請求項 8 ] 前記バ ックライ 卜の表面 に貼 り付 け られた前記偏光板 を交換するェ

程 を実行する、請求項 7 に記載の検査方法。

[ 請求項 9 ] 液晶表示 / 《ネル を検査する検査装置であ って、

偏光板が配置 されたバ ックライ 卜と、

前記バ ックライ 卜か ら出射 される光 を、液晶表示パネル を通過 させ

た状態で、 当該液晶表示パネルの表面 を撮像する力メラと、

前記バ ックライ 卜に配置 された前記偏光板の表面の高さを測定する

、非接触の表面粗 さ測定器 と

を備 えた、検査装置。
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